
東京都産業労働局「平成19年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が商店街として認めた
　　 もの（任意団体）をいう。

都内商店街数（2007年）
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都内商店街における空き店舗の状況（2007年）

東京都産業労働局「平成19年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が商店街として認めた
　　 もの（任意団体）をいう。
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（ｎ=2,394）

平成１３年
（ｎ=2,292）

平成１６年
（ｎ=2,404）

平成１９年
（ｎ=1,879）

（％）
「ある」と回答した商店街の割合 「ない」と回答した商店街の割合 回答なしの商店街の割合
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66.8

28.1

28.5

6.332.6

32.062.5 5.4

10.1

4.7
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東京都産業労働局「平成19年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が商店街として認めた
　　 もの（任意団体）をいう。

現在の空き店舗の以前の業種別店舗数（2007年）
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サービス業の事業所数、従業者数の推移（東京都）
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      資料 総務省「事業所･企業統計調査」 

※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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サービス業の新産業分類中分類別事業所数・従業者数全国比（東京都、2006 年）
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35.9

13.5

35.9
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23.8

17.0

45.4

17.9
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職業紹介・労働者派遣業

その他の事業サービス業

（％)

事業所数

従業者数

 
 

注   第 12 回改定の日本標準産業分類 
資料 総務省「事業所･企業統計調査」 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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埼玉

千葉
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北海道

サービス業の中分類別都道府県別収入額構成比（2004年）

注　収入額5兆円以上の業種のみ掲載
資料　総務省「サービス業基本調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

情報通信業の都道府県別事業所数の全国比、小分類別都内事業所数（2006年）
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情報通信業の都道府県別事業所数の全国比（2006年） 小分類別都内事業所数（2006年）

情報通信業
事業所総数

５９，３１６所
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

情報通信業の都道府県別従業者数の全国比、小分類別都内従業者数（2006年）
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経済産業省「平成20年特定サービス産業実態調査（確報）」より作成

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、

　　大阪市を選定し、東京都（２３区）と比較。

情報処理・提供サービス業の事業所数、従業者数、年間売上高の全国比（2008年）

0.0
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東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 ２３区 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市

(%)

事業所数（棒グラフ・左）

従業者数（棒グラフ・中）

年間売上高（棒グラフ・右）

≪情報処理・提供サービス業≫
　以下の業務を営む事業所
①電子計算機を用いて委託された計算を行うサービス（顧客が自
ら運転する場合を含む）
②電子計算機用のデータ媒体にデータを書き込むサービス（デー
タエントリーサービス）
③各種（不動産情報、気象情報、科学技術情報など）のデータを収
集、加工、蓄積し、情報として提供するデータベースサービス
④ユーザーの情報処理システム、電子計算機などの管理運営
サービス
⑤市場調査、世論調査などの各種調査サービス

事業所総数=5,433事業所

従業者総数=239,358人

年間売上高総額=5,038,458百万円
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経済産業省「平成20年特定サービス産業実態調査（確報）」より作成

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、

　　大阪市を選定し、東京都（２３区）と比較。

ソフトウエア業の事業所数、従業者数、年間売上高の全国比（2008年）
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東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 ２３区 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市

(%)

事業所数（棒グラフ・左）

従業者数（棒グラフ・中）

年間売上高（棒グラフ・右）

事業所総数=12,313事業所

従業者総数=618,519人

年間売上高総額=14,807,020百万円

≪ソフトウエア業≫
　顧客の要請に応じて、以下の業務を営む事業所
①電子計算機のプログラム作成及びその作成に関する調査、分
析、助言などのサービス
②電子計算機のパッケージプログラム（★）の作成及びその作成
に関する調査、分析、助言などのサービス
★プログラムとマニュアルがセットになって箱にパッケージングさ
れているソフトウエア、パソコン等最初から組み込まれて出荷され
ているソフトウエア、ゲーム用ソフトウエア
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25.0

8.1

37.9

東京都 11.7

5.2

4.2
3.93.7
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外円　事業所数
84,107所

内円　従業者数
1,429,413人

都道府県別事業所数、従業者数
（％）

銀行業 13.8

証券業、商品先
物取引業 10.9

保険業（保険媒
介代理業、保険
サービス業を含

む） 40.0

郵便貯金取扱機
関、政府関係金融

機関 0.3

貸金業、投資業
等非預金信用

機関 20.8

協同組織
金融業 11.5

補助的金融業、
金融附帯業

2.7

外円　事業所数
9,828所

内円　従業者数
357,835人

都内中分類別事業所数、事業所数
（％）

都道府県別金融、保険業の事業所数、従業者数構成比、都内中分類別構成比（2006年）

総務省「事業所・企業統計」、東京都「東京の産業と雇用就業2009」より作成
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8.2

12.417.4

31.9

2.9
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成
注）事業所数、従業者数の少ない「郵便貯金取扱機関、政府関係金融機関」、「補助的金融業、金融附帯業」を除いている。

都内金融・保険業における中分類別事業所数、従業者数の全国比（2006年）

20.9

55.9
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従業者数

【参考】 金融・保険業の全国比
　　　　　事業所数＝１１．７（％）

　　　　従業者数＝２５．１（％）
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東京都 37.6

その他 29.4

静岡県 2.5

北海道 2.5

千葉県 2.7

福岡県 2.9

埼玉県 3.0

兵庫県 3.1
神奈川県 4.4

愛知県
4.9

大阪府
 7.1

総生産額
３５．８兆円

（％）

都道府県別金融、保険業の生産額構成比（2007年度）

内閣府「県民経済計算」より作成
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都道府県別証券会社全営業所、本店営業所数構成比 

（全国、2009 年）  
 
 

           

その他 20.2

兵庫 1.6

愛知 3.4

大阪6.2

東京 68.5

兵庫 4.5

その他 46.4

神奈川 6.2

愛知 7.1

大阪 8.2

東京 27.6

外円：全営業所

　　　　2,336所

内円：本店営業所

　　　　322所

（％）

 
 
 注 ３月末の値 

資料 日本証券業協会資料 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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都道府県別国内銀行預金高構成比(全国、2009 年３月末） 

 
 

愛知 5.1埼玉 3.9
神奈川

5.6

大阪 9.2

千葉 3.7

その他

 40.3

東京

 32.2

　預金計
595.2兆円

（％）
              
 

注   譲渡性預金を含む 
資料 日本銀行資料 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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貸金業登録業者数の推移(東京都）  
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資料 東京都資料 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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　国内総生産額（2006年度）
　　農産物　9.7兆円
　　林産物　0.2兆円
　　水産物　1.6兆円

都内農林水産物生産額の推移

資料　東京都産業労働局調べ
農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算（速報）、「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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資料　総務省「国勢調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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主な農林水産物の地域別分布（東京都、2005年）

※「グラフィック　東京の産業と雇用就業2009」より転載
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普通畑 73.2 樹園地 22.1

北多摩 34.5 南多摩 23.2 西多摩 19.5

田 3.8 牧草地 0.9

区部 8.9 島しょ 13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

種類別

地域別

都内種類別、地域別農地面積構成比（2007年）

注　東京都の農地面積は8,090ha
資料　関東農政局「東京農林水産統計年報」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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耕地 10ａ当たりの生産農業所得（東京都、2006 年）  
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資料 農林水産省「生産農業所得統計」 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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森林の流域別分布図（東京都、2008 年） 

 

※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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都内地域別漁業経営体数、漁獲金額の推移

資料　関東農政局「東京農林水産統計年報」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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種類別水産物生産額構成比（東京都、2007 年）  
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資料 東京都産業労働局調べ 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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